
令
和

年

月

日
金
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年７月３日
独立行政法人
鉄道建設・運輸施設整備支援機構
契約担当役
関東甲信工事局長 古谷 聡

◎調達機関番号 565 ◎所在地番号 14
〇関甲公告第１号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 中央新幹線、境川橋りょう（電子
入札対象案件）
 工事場所 山梨県笛吹市地内
 工事内容 本工事は、中央新幹線、品川起
点104km546ｍ～105km781ｍ（延長1235ｍ）
間のうち、２径間連続ＰＣ箱桁橋【固定式支
保工架設】４連（Ｌ＝612ｍ：１連、Ｌ＝
720ｍ：１連、Ｌ＝756ｍ：１連、Ｌ＝828
ｍ：１連）、２径間連続ＰＣ箱桁ラーメン高
架橋【固定式支保工架設】１連（Ｌ＝1224
ｍ：１連）、３径間連続ＰＣ箱桁橋【張出架
設】１連（Ｌ＝2430ｍ：１連）、３径間連続
ＰＣ箱桁ラーメン高架橋【固定式支保工架設】
３連（Ｌ＝1026ｍ：１連、Ｌ＝1188ｍ：１
連、Ｌ＝1242ｍ：１連）、ＰＣ箱桁橋【固定
式支保工架設】２連（Ｌ＝486ｍ：１連、Ｌ
＝540ｍ：１連）、切土28000、ＲＣ橋脚22
基、ニューマチックケーソン５基、場所打ち
杭252本、橋台３基、工事用道路１式の工事
である。
 工期 本工事は、受注者の円滑な工事施工
体制の確保を図るため、余裕期間を設定した
工事である。詳細は入札説明書による。
全体工期 契約締結日の翌日から令和13年
11月25日（工事完了期限）まで。
 使用する主な資機材 生 コ ン ク リ ー ト

66000、鉄筋 10100ｔ、ＰＣケーブル
640ｔ

 本工事は、関係する地域との連携を密にし
ながら、工事の安全及び環境影響評価法（平
成９年法律第81号）に基づく「中央新幹線（東

京都・名古屋市間）環境影響評価書【山梨県】
（東海旅客鉄道株式会社 平成26年８月29日
公告）」を踏まえ、環境の保全に十分配慮して
実施する工事である。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、施工体制確認型総合評価方式の
試行工事である。

 本工事は、入札時ＶＥ方式の試行工事であ
る。
 本工事は、契約締結後に工事材料、施工方
法等の変更について提案を受け付ける契約後
ＶＥ方式の試行工事である。
 本工事は、資料の提出及び入札等を電子入
札システムにより実施する対象工事である。
なお、電子入札システムにより難い者は、
契約担当役の承諾を得た場合に限り紙入札方
式に変更することができる。
 本工事は、総価契約単価合意方式の対象工
事である。
 本工事は、地域外（遠隔地）からの建設資
材等の調達に係る費用について支払実績によ
り設計変更を実施する試行工事である。
 本工事は、契約締結後、労働者確保に要す
る方策に変更が生じ、土木関係積算標準の金
額相当では適正な工事の実施が困難になった
場合は、実績変更対象費の支出実績を踏まえ
て最終精算変更時点で設計変更する試行工事
である。
 本工事は、主任技術者又は監理技術者を専
任で補助する技術者（以下「専任補助者」と
いう。）を配置することができる試行工事であ
る。
 本工事は、熱中症対策に資する現場管理費
の補正を行う試行工事である。
 本工事は、元請け企業の労務賃金改善に関
する取り組みを促進するため、総合評価方式
においてインセンティブを付与する「労務費
見積り尊重宣言」促進モデル工事の試行工事
である。

 本工事は、建設キャリアアップシステム義
務化モデル工事の試行対象工事である。試行
内容の詳細は、内容説明書によることとする。
 本工事は、建設業法第26条第３項ただし書
の規定の適用を受ける監理技術者（特例監理
技術者）の配置は認めない工事である。
 本 工 事 は、 国 土 交 通 省 が 提 唱 す る
i‑Constructionの取り組みにおいて、ＢＩ
Ｍ／ＣＩＭ（Building／Construction Infor‑
mation Modeling, Management）を導入す
ることにより、ＩＣＴの全面的活用を推進し、
ＢＩＭ／ＣＩＭモデルの活用による建設生
産・管理システム全体の課題解決および業務
効率化を図ることを目的とするＢＩＭ／ＣＩ
Ｍ活用工事（発注者指定型）である。
 本工事は、新技術活用の促進に向けた取り
組みを行う企業を評価する「新技術活用促進
試行工事」である。
 本工事は、脱炭素化の加速に向けた取り組
みを行う企業を評価する「カーボンニュート
ラル試行工事」である。

２ 競争参加資格 次に掲げる条件を全て満たす
２者、３者又は４者を構成員とする特定建設工
事共同企業体とし、かつ、独立行政法人鉄道建
設・運輸施設整備支援機構（以下「当機構」と
いう。）関東甲信工事局長による当該工事に係る
競争参加資格確認の結果、資格があると認めら
れた特定建設工事共同企業体とする。
 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援
機構契約事務規程（平成15年10月機構規程第
78号）第４条又は第５条の規定に該当しない
者であること。
 当機構における「土木工事」及び「プレス
トレストコンクリート工事」に係る令和７・
８年度一般競争（指名競争）参加資格の認定
を受けていること。なお、構成員は、当機構
における「土木工事」に係る競争参加資格の
認定の際に客観的事項（共通事項）について
算定した点数（以下「客観点数」という。）が

５ Summary

 Official in charge of disbursement of pro‑

curing entity : Akira Naitou, Director of

Procurement Management Department, Ja‑

pan Pension Service

 Classification of the services to be pro‑

cured : 6, 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Printing and preparation to mail

notices (A4 paper size) at processing cen‑

ters (approximately 41,390,764)

 Performance period : 11 March, 2030

 Performance place : To be designated by

Japan Pension Service

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who :

 shall have legal capacity to conclude

contracts, and are not being bankrupt.

This includes minors or those who are

subject to guardianship, if their guardian

grants them permission to do so.

 shall not be suspended／debarred by
Japan Pension Service, from participat‑

ing in tenders. This includes suppliers

who employ such persons as their agents

or representatives.

 shall have Grade A on Offer of ser‑

vices in the Kanto‑Koshinetsu Area in

terms of qualification for participating in

tenders by Ministry of Health, Labour

and Welfare (Government‑wide quali‑

fication) in the fiscal years 2025, 2026 and

2027.

 shall meet qualification as indicated in

the tendering instructions.

 Time‑limit for tender : 18 : 00, 24 August,

2026

 Contact point for the notice : Marina Ta‑

teishi, Contracting Group, Procurement

Management Department, Japan Pension

Service, 3524, Takaido‑nishi, Sugina‑
mi‑ku, Tokyo 1688505 Japan TEL : 03
53441100
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